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組織理論と経営組織論について

小　林　俊　治

　近代組織理論はバーナード以来，主とLてアメリカにおいて研究され，その

成果を得てきた。それは古典学派と称されるティラーの科学的管理法に対する

アソチ・テーゼとして，経営管理論に大きなイソバクトを与えた；しかし・こう

したバーナード対テイラーといケ両極化も，そこに新古典学派たる人問関係学

　　　　　　　　　　ω
派なる媒介項を入れると，異恋ったニュアソスを帯びてくる。すなわち，今目

クーソツ（KOont・，H．）とサイモン（Sim㎝，旺）によって代表される経営理論

　　　　②
の方法論争も，アメリカ経営学という基盤から生じ，かつその認識対象及び認

識目的の再検討をめく廿る論争であるといえる。いずれにしても，サィモンによ

って代表される近代組織理論は近代管理学としてのアメリカ経営学の伝統にっ

らなるものであろう。他方，ここでわれわれの興味を引き，閲題とするのは，こ

うしたすぐれてアメリカ管理学の所産ともいえる近代組織理論が，アメリカ管

理学とは異質の伝統をもつドイツ経営学においていかに評価され，受容されて

いるかということである。それをわれわれはクライケバゥム（Kreikebaum，H一，

　　　　　　帽〕
M・inz）の所論によって紹介せんとするのである。

注（1〕Scott，W。，Human　Relati㎝s　in　Managem㎝t，mnois，1962，pp．121－136一

　（2）Koont2，旺（ed一），Toward　a　U血脆ed　Theory　of　Manageme耐，New　York＿

　　San　Francisco＿Toronto＿London，1964．

　（3）　Kreikebaum，H．，Neuere　Entwicklungstenden2en　auf　dem　Gebiet　der

　　Organisationstheorie，ZfB．，35Jg－1965．

　　わが国においても，経営に関する組織杜会学の成果を取り入れたものとして市

　　原季一，酉独経営杜会学（昭和40年）があり，経営の組織理論に関しては，占部

　　都美，近代管襲学の展開（昭和41年）がある。
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1
．

　クライケバゥムによれぱ，組織の研究はアメリカ合衆国のみに隈定されるの

でないにしても合衆国は組織理論（O・9a口i・・tionsthe0・i・）を一つの独立せる学

問にまで発展させるのに本質的な刺激を与え，その構築に決定的に関与したの

である。’こめ理論柱経営蓬済白勺組織論（bさtriebsw｛rtschaftliche　Orgonisati〇三sie－

h・・）の戒果，及び行政管瑳め領域からの経験を含むのであるが，組織理論の

主張老によって好んで「吉典的組織理論（klassische0㎎・・i・atiOnsth・ohe）」：と

称される経営経済的組織論と社同一ではない。またテイラーの科学的管理法の

命題とも，また最適な権能分配の間題（Fragen　der　optimal・n　Ko血p・ten・vertei－

lu㎎）’への専心とも同一視さんえたい。組織理論派の見解に従えぱ，伝統的

組織論’（t・・diti…ll・Ofg・・i・・ti・n・1・h蛇）は次の5・っの前提一それらはい

づれも新らしい組織理論によって止揚されている一によって特徴づげられて

　ω
いる。

　（1）組織構成員の態度及びその動機づげに関する不完全なそして不正確な仮

　　定が存在する。

’（2）組織内において目的衝突（ZielkOnHikte）及び利害対立一行為に決定的

　　な影響をおよぼしうるところの一がほとんど考慮されたい。

　（3）また・人間の隈られた情報収集と情報消化の能力がほとんど考慮されない。

　（4）労働著及び従業員を完全に機能する器具とみなす「古輿的」概念は合理

　　性の主観的限界とそれのすべての意思決定への影響を考慮しない。

　〈5）理論の規範的表現はなんらの経験的検証も受げず，検証にさいしてはそ

　　の有効性を失う。

　クライケバゥムによぽ，サイ壬ンと彼の同僚の批判はさらに古輿派による普

遍的組織原則（専門化の原則，命令の統一性，統制の範囲等）一誤りえない

　15z
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ほど一般的に公式化されているかもしくは他の原則との競合によって隈定され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②
た適用領域のみをもっところの一の設定へむげられる。クライケバゥムによ

れば，もし経営経済的組織論のドイツ語による標準的著作が上述の根本仮定に

照らして検討されるならぱ，われわれは，しカ、しながら，異なった結論へと達

するであろうというのであ飢まず（1）の前提を充分考慮し，その考察に取りい

れた一連の薯老一ノルトジーク（NOrdieck，F・），シュヌテソハウス（Sch㎜t㎝・

haus，O．R。），シュテファニックーアルマイヤー（StefaniひAumaye・，K．）一が存

　　帽1
在する。また（1）から（4）までの前提にたいする修正の受容が，増す増す，企業組織

の問題に関するドイツ語の著作において増加しており，なかんずく意思決定理

論的間題設定が考慮される。例えぱ，アルバッハ（Albach，H。），ハイネソ（Hein・n，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14〕
E、），グーテンベルク（Gutenbe・9，E。）である。他方，ドイツにおいては（5）の組

織理論の経験的に十分に確立された構成部分が欠げてい飢クライケバゥムに

よれぱ，この事実はドイツ組織論（O・gani・・tiOnsl・h・・一0・g・ni・・tion・th・o・i・とは

区別された）の規範的性格及び経験的研究の方法論に関する知識のある程度の

不足にも帰せられうるのであり，ここにおいてもアソグロ・アメリカ的研究の

明確な優位が確定出来るのである。．

　そこで次に問題となるのは，新らしい組織理論における発展頓向である。ク

ライケバゥムは組織理論の最近の傾向を次の三っの方向によって特色づけてい
15i

る。

　（1）第一に，組織理論の補助科学として適するすべての学間の偏見のない導

　　入が有益であると証明される。重要なものとしては，生物学，杜会学，杜

　　会心理学，数学，情報理論，伝達研究等がある。

　（2）これらの多様た研究傾向を調整して，二，三の本質的なものに重点を置

　　かんとする努力が次第に多くなっている。同時に「組織」という研究対象

　　を，言葉の厳密な意味における理論的追求の対象にせんとする努力が増大

　　している。
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臼　組織の確固とした理論的分析をえんとする努カから，結局，仮説の経験

　的検証への欲求が生じる。

クラィネパゥムは組織理論の現状・発展傾向を右のごとく整理し，それらの

うち本質的な間題に関してさらに以下のごとく詳論す弘

注（1〕Kreikebaum，H一，a．乱O．，S．664．

　（2〕derselbe，a．孔α，S－664－　March，エa㎜ユSimo皿，旺，0rga皿izations，New

　　York＿Lo口don－Sydney，1958，es以chap．2．

　（3）　村ordsieck，且，Rationalisierung　der　Bとtriebsor釦nisation，2－A－von”Gmル

　　dlagen　de正Organisationslehre“，一Sttuttgart1955．　　Schnutenhaus，CL　R．，

　　Alヨgemeine　Organisationslehてe，Berlin1951．　Stefanic－Al1mayer，K．，Auge－

　meine　Organisationslehre，Wien－Stuttgart1950．　Ulrich，H．，Betrieb｝

　wirtschaftliche　Organisationslehre，Bem1949．

　（4〕　Albach，H．，EntscheidungsprozeB　und　ln｛onnations急uR　in　der　Untefne－

　hmensorganisation，in：TF正…一Ha口dbuch　Orga口isation，Berlin　u，Baden・Baden

　　1961，S．355ff．Heinen，E．，Die　Zielfunktion　der　Untemehmung，in：Zur

　Theoriさder　Untemehm㎜g，Festschri丘施r　E．Gutenberg，Wiesbaden1962

　S，51－71．Gutenberg，E．，Uhterneh㎜sf汕mng，Wiesbaden196Z

　小川測・二神恭一訳，企業の組織と意思決定（昭和39年）。

　（5）　Kreikebaum，a．a．O．，S・665－666．

2
．

　第一に，組織理論が，さまざまな補助科学を持っ統合科学的なもの，ないL

は行動科学的なものであることは，バーナード以来自明のことである。なかん

ずく，「組織」という研究対象の内容と方法に関する杜会学的志向をもつ思考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
の強調によって，組織理論は特色づげられている。そしてこの組織に関する杜

会学的要素は園有の「組織杜会学（O正ga皿is・tiOnsso加1ogie）の形態において整え

られた。クライケバゥムは，そこでまず，組織杜会学の組織理論への貢献をマ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12〕
イソツ（M・ynt4Ren・te）の所説によっこ論じる。マイソツによれぱ，組織杜会学
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は記述的に所与の杜会システムの諸要素間の相互関係を理解せんとするもので

ある。その際マインツは，組織のフォーマルな側面（グルンドナー（GOuldner）

の「組織の合理的モデル」）を過度に強調せず，また偶発的なインフォーマル

な現象（グル：■ドナーの「自然的システムのそデル」）の一方的な重視もなさ

ない。そして，すべての組織体（経営，教会，学校，病院，軍隊，官庁等々）

に共通せることは，それらが一定数の構成員と組織的役割分化をもっ構成的杜

会形象であること，また特殊な目的を追求し，構成要素の使用を通じて合理的

にその目的を実現する能力を得るであろうことである。組織杜会学は，かかる

組織において，たとえぱ，意患決定権隈の分権化が執行機関の給付に，いかに

影響するか，そして経営ヒエラルヒー構造のいかなる変化がこの変化と結びっ

いているかを研究する。すなわち組織杜会学は組織論と同じ研究対象をもっが，

その対象をより広い枠において，だがより狭い間題設定のもとに分析する。マ

イソツはさらに組織杜会学の研究分野を4つの領域一組織の目的設定，構造，

　　　　　　　　　　　　　　　1割
構成員，及び給付効率一に分け私このことから，組織理論と組織論は同一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14〕
の経験対象と研究対象をもつが考察方法において異たるとされる。すなわち組

織論が組織目的を所与とみなし，その組織目的達成に最適な手段結合を規定す

るのに対して，組織杜会学は組織形象の目的設定の成立，根拠及び構造に関心

をもっ。しからば，組織論は組織理論からいかなる点において貢猷を受げてい

るか。まず，組織目的に関して杜会学的考察方法によれぽ，目的規定の厳密度

と組織構成員の組織内におげる個人的活動の余地との間に密接た関係が存在L

ている。すなわち，上位管理者は具体的な業務指令を受ける下位従業員よりも

大きな自由裁量の余地をもつ。その緒果，組織目的に対する忠誠の理解の仕方

に上位者と下位者との間に相違が出現し，目的衝突がもたらされる。この目的

衝突ないL対立は組織目的と個人目的との間に生じうるのみならず，企業にお

いては給付目的（経済性原員u）と利益目的（収益性原則）との対立からも生じ

　㈲
る。グーテソベルクは目的衝突について次のごとく論じる。すなわち，「下位
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職位の決定が，上位職位または上位職位群の決定方針にのっとっていない場

合，『冒的衝突（ZielkOn触kt）』が起こる。それは，つねに，下位職位が上位職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
位の意を汲んで決定しなかった証左である。」そLてサイモソの所説を参照し

て，個人決定の合理性は同時に組織決定の合理性にも通じなげればならぬとす

る。ここにおいてもわれわ托はドイツ経営学がアメリカ管理学の成果をその体

系に組入れ消化しているのを認識しうる。

　さらに組織構造に関するある種の杜会学的成果が組織論に導入され，それに

プラスしている。組織杜会学の本質的メルクマークは，組織構成員閻のあるべ

き秩序と，秩序づげられてない経営内的行為に基づく要素との問に存在せる乖

離を明きらかにすることにある。すなわち，組織論がとりわけ権隈配分と職務

溝造を問題にするのに反しで組織杜会学は経営のフォーマルな側面とイン7

オ・一マルの側面との相互作用を研究するのである。したがってマイソツによれ

ぱ，組織構造は杜会学的観点からすれぱ，役割構造，形式化及び官僚化の度合

コミュニケーシ亘ン構造，権限構造，そして規模拡大傾向の把握，の側面から

　　　　ω
分析される。

　次にクライケバゥムはこうした分析の諸結果のうち企業政策的意思決定に対

して関達のあのものにっいて論じる。まず役割構造に関して，役割遇重（ROl－

len砒erユastmg）と異種の役割引受け（R011enkoniikt）はとくにより高い管理層

において，また調整間題が解されねぱならぬところではどこにでも生じる。そ

れゆえ決定権隈と責任領域の酉扮は明確にたされたげれぱならぬし，また役割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
衝突の発生を適切な権隈区分によって最少にすべきであろう。さらに組織の形

式化は権隈配分におげる長期的規員竈がつくられることにより生じる。そして組

織目的が長期的に安定しており，個々の行為を規制する規則が長期にわたり変

更されない場合には，高い形式化の度合が実現されるであろう。それに対して

形式化度が低いのは企業に対する外部からの要求がたえず変化し，すぼやい適

応ぺの能カが前提とされる場合である。ここでクライケバゥムは，この関係が

　工56
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グーテンベルクによって発展された組織の代位原則（S・b・titutiOnsp・in・ip）と同

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲1
じであるか，もしくはそれによって解明されるとする。グーテンベルクはこの

代位原則にっいて「経営過程が比較的に高度の同一性と周期性を示すところで

は，どこでも，場合ごとの規則が一般的規則にとってかわる傾向がある。いい

かえると一般的規貝日への傾向なるものは舞営事態変動が少なくなるにっれて増

大するのである。この命題は・程織の代位法貝uとよぱれよう。これから生ずる

ことは，経営プロセスの操作が一組織の代位法則の意味で一経営の統制を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　血①
ますます一般的規則の原理に手渡して個性を喪失するということである。」　と

述べ，さらにこの形式化の最適点（グーテンベルクによれば「自由な形態と制

約的形態」の程度）は「組織」の代位法員uにより，したがって組織対象が示し，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　包i〕
それが手に入れることのできる同一性と安定性によって規定されるとする。ク

ラィヶバゥムはここにも，杜会学老と経営経済学老とが，もし彼らが双方の

研究方法と研究成果を利用するならば，相互に有益であることを認識する。ま

たクライケバゥムによれぱ，マインツは伝達構造と権限構造を組織構造特殊化

の最も本質的な分析のメルクマールとするoとくに後者に関して，構成員の服

従が重視され，クライケバゥムによれば，このことは特に意思決定遇程を組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　健1
分析の基準とみなす研究グループにおいて大きた役割をはたすのである。最後

に，組織構造は構造的分化及び形式化の増大のごとき成長要因（W・・hstmsfak－

tOren）を通じて特徴づげられる。その前提は，多数の人閻の行為を一般的に規

制することの必要性，分業的職務専門化，規則の発展と浸透のための一定の

期間，及び組織の機能化におげる一定の均斉である。構造的分化の増大は職能

的（新活動の成立）にも垂直的（監督領域の拡大を通じての調整職能，指揮職

　　　　　　　　　　　　㈱
能，統割職能拡大の必要性）にも生じ㍍

　次に，組織構成員に関する章においては，経営経済学的にみて人泰管理の基

本間題；こもつらたる問題意識がみられる。そこでは，組織加入の動機，組織の

基本目的への一体化，集団凝集力，管理方式の構成員への影響等のごときたん

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　157



　158

たる技術的人事管理ないし労務管理の次元を越えた抽象的レベルに清いて構成

　　　　　　　　　　　ω
員の問題が考察されてい私組織問題をこうした高い次元からアプローチする

例は，マインツの組織杜会学における「組織の合目的性」に関する章において

　　　㈲
みられる。そこでは組織の能率，その測定と影響，組織形成の合目的的意思決

定すなわちr目的を構造と遇程に翻訳すること」，予測できない結果の把握が

中心問題を占める。そこにおいてrラフな形で再度，たと・え長期的に安定した

能率の条件設定もしくは予測できたい経過の原因を規定することが問題であろ

うとも，組織論及び実践的組織活動にたいする杜会学的認識の有効性が示され

る。予測できたい経遇は実り豊かた組織活動の障害であり，それゆえたんに確

定された規範構造からの逸脱として確認されるのみでなく，まさに組織的意思

決定の合理性のために出来る限り厳密に分析されるべきであろう。とくに企業

目的と個々の部課の目的設定との関達（「目的のずれ」）及び最適なコミュニ

ケーションの前提及び従業員のモラールについての知識は組織化の実践に対し

て価値ある指示を与える。マインツは，そこから次のごとく結論する（a．a．O．，

S・146・）。すなわち『杜会学的組織分析の科学的認識を利用する組織リーダー

は，すでに今目，彼らの前任者たちを不意に驚かした多くのことを予測し，う

まく切抜げるか，もし決定的要素素が彼らによって操作されえない場合には，

状況にあった打解策をなしうる。』と。」

　以上がクライケバゥムによる組織理論の杜会学的側面である。

　注（1）Krelkebaum，a　a0，S666

　　（到　Mayntz，R．Die　sozia1e　qrganisation　des　I団dustrie峠位ibes，Stuttgart1958；

　　　dies．，Die　Organisationssoziologie　und　ih正e　Beziehungen　zur　Organisations－

　　　lehre，in：TFB－Han砒uch　Organisation，hrsg・v・E・Schnaufer　und　K．Aghte，

　　　Ber1in　und　Baden－Baden1961，S．29－54．

　　（3∋　Kreikebaum，a・a・O”＆667・

　　（4）　derselbe，a．a．O．，S－667一

　　（5）　derselbe，a－a－O。，S．668一

　　（6）Gutenberg，E－a－a．α，S．157．訳書1脇頁。
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（り　Kreikebaum，a．a．0．，S．668，

　　Dahrendorf，R、，Indus泣ie　und　BetriebssozioIogie，Berlin1956，S．60．（3．AuH－

　BerIin1965．）池内信行・鈴木英寿訳，産業杜会学（昭和36年）78頁。

（8）Kreikebaum，a．a．0．，S．668。

（9）　derse1be，a．a．O．，S．668．

⑩　Gutenberg，E，a．a．O・，S・145・訳書170頁o

⑪　Gutenberg，a・a・O・，S・147・訳書173頁。

⑫　サイヤート（Cyert．R、），マーチ，及びサイモン。　Cyert，R・andMarch・J・・

　A　Behaviora1Theory　of　the　Firm，New　Jarsey1964．March，工and　Simon，

　H．Orgaizations，1958．§imon，H．Administrative　Behavior，New　York

　1947，2nd．1957．松目ヨ武彦・商柳暁・二村敏子訳，経営行動（昭和40年）。

［⑱　Kreikebaum，a．a．0．，S．670．

⑭　derselbe，a．a－O．，S．670．

⑲　　derse1be，a．a，O．，S．670。

　　3、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
　次に，組織理論的研究の非杜会学的側面（ないし視角）が問題となる。

組織理論の題題は，第一に，経験対象たるr組織」の諾要素を出来る限り多く

禍握することにある。第二段階においては，それらの個々の素材を相互に結び

っげ，矛盾のない連関をっくり上げることである。これら両方の課題を，クラ

イケバゥウによれぱ，ルーベソシュタイソ（Rubenstein，A．H。）とハーバースト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［2〕
ロー（Haberst・・h，Ch．）によって編集された論文集ははたさんと試みるのである。

ここではとくに，この編者を通してクライケバゥムがアメリカにおげる組織理

論の申核たる意思決定理論をいかに理解するかを紹介Lよう。彼によれぱ，近代

組織理謝こおいて意思決定理論的視点は意思決定理論がまさに組織現象の分析

に対する参照基準とみ在されるほど本質的役割をはたしているのであ乱それ

ゆえ，経営経済的組織論及び企業理論恒おける組織理論的視角の受容がなかん

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帽〕
ずくその決定理論的要素を含んでいるということは理解できる。クーライケバゥ

ムは意思決定の問題を意思決定のトレガーの間題とプロセスの間題に分げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工59
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
前者は組織におげる意思決定が集団的意思決定であることによって生じる。そ

こにおいて彼は「役割配分が本質的間題である。経営政策的意思決定形成にお

いて，合理的意思決定をたすためには機能分割のさいに，従業員の杜会的地位，

彼の専門技能をも考慮することが重要に思える」と述べ，さらに意思決定の良

否はそのときどきの意思決定形成の制度化に依存すると理解している。他方，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
意忍決定のプロセスを間題にしているサイモン等によれぱ，ブログラム化され

ない意愚決定遇程を適切に把握するために，全体の意思決定を都分的意思決定

（各プロジェクトに関する決定）に分割L，すべての部分決定を貫き通る一定

の基本的要素を確定することが要求されるのである。その要素とは，サイモソ

等によれぱ清報の収集，加工，再拡大，及び代替的活動可能性とその結果の探

究，さらには多数の代替案からの選択それ自体である。また組織的意思決定遇

程の他の特質は選択基準が相互に比較可能でありうるか否かということにあ

私このことは意思決定過程をかなり左右しうるのである。そしてサイモソ等

は，組織現象に適した意思決定理論は正しい代替案の選択及び情報の調達・カロ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16j
工（EDPを含む）を考慮せねばたらぬであろうと結論する。さらに，クラィ

ケバゥムよれば，組織におげる意思決定は個々人の行為にたいしてコミュ昌

ケーションの間題一コミュニケーションの送り手と受げ手，交換すべき情報

の内容，手段そして送逢一が付加されることにより，特徴づけられているo

極端に形式化するならば，それゆえ組織は情報のネヅトワークとしてまたrそ

の剛こ情報が伝達される接点のたんなる集合」（ミラーMi11・・，皿W・）とL

　　　　　1刊
て把握される。そこでクライヶバゥムは，同編著の諸論文によって，伝達の意

味論的問題（die　semantischen　Prqbユem・der　Ko㎜加unikation），イソフォーマル

な伝達構造，サイバネティヅクス（K伽metik）の間題をも概観し，次のごとく

結論する。すなわちr誇張なくいいう・る，サイモンと彼の同僚（an　de・Graduate

School　of　Industrial　Ad㎜inistration　deS　Camegie　Institute　of　Tec㎞ology）が組

織理論的研究を決定的に豊富にし前進させたと。このことは，例えぱルーぺ
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ソシュタイソとハーバーストローがこのグループの貢献を転載しそしてマーチ

とサイモソの“OrganizatiOns”をくり返し参照していることからも証明され

孔しかし，組織理論をたんにサイモンと彼の同僚による研究と同一視するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1割
と一しぱしばあることだが一は正しくない。」

　クライケバゥムは，次に組織理論と実証的研究との関連にっいて述べ飢そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19〕
こで彼はダルトソ（Da1ton，M．）やゲスト（Guest，R。）の実証的研究を論じ，ア

メリカの組織理論が実証的研究によって特徴づけられていることを認め，その．

成果を高く評価する。彼は，「実験的方法，調査技術及び実態調査が自由に駆

使され，ますます組織的行動に関する仮説の経験的検証のために用いられる」

　　　　ω
と結論する。

　注（1〕Kreikebaum，a．a－O。，S．671．

　　（2〕Rubenstein，A－H－und　H貝berstroh，Ch．J．（ed。），Some　Theories　of

　　　Organization，1960．　I11inois。

　　（3〕　derselbe，a．a．0一，S－675。

　　（4）　derselbe，a・a・0・，S・676・

　　（5〕Cyert，R．Simon，H－und　Trow，D一，0bse岬ation　of　a　Business　Decision，

　　　in：Rubenstein　und　Haberstroh，（ed．）Some　Theories　of　Organization。

　　（6〕Kreikebaum，a．a・O．，S・677・

　　（7）　derselbe，a．a・O。，S・673一

　　（8）derselbe，孔a．0．，S．6π　恐らく，クライケバゥムは，ヘァー（Haire，M・）

　　　やアージリス（Argyris，C一）を指しているのであろうo

　　（g）Dalton，M．，Mana劃ng　the　Managers，in：Rubenstein，んund　Haberstroh

　　　（ed．），a，a．O．，Guest，R。，0rganizational　Change，I11inois，1962．

　　⑩　Kreikebaum，a．a－O．，S．680．

　　4．

　クラィケバゥムは，最後に要約として，組織理論を通じての組織論の豊富化

　　　ω
を論じる。彼によれば経営経済的観織概念の本質はそれが多様注経営要素の分

業的協働を規制する側面を記述することにある。それらの側面は経営ヒェラル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16I
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ヒーの制度的確立，それゆえ基本組織に関係し，さらには労働過程及びその分

割と調整を含むのである。経営組織の義務は，とりわけ職務と権隈の委譲を制

度的に規貝顯づげ，最適な統制範囲を探究し，経営内的情報の流れを確定するこ

　　　12〕
とである。しかし・問題はこうLた経営組織論に組織理論がいかに貢献するか

ということである。

　クライケバゥムによれぱ，組織理論の成果は，それが手を加えられることに

より，組織論に組織規貝リの実行可能性の条件と隈界を示しうるのであり，かく

して伝統的組織論はそのたんなる個別的経験にもとづいた規範的表現に附随す

るところの折衷的特質から解放されるのである。また，これに関してとくに組

織研究の不可欠の用具である杜会調査技術の急速な発達も貢献した。さらに，

彼は組織理論と組織杜会学の関係にっいて，基本組織，組織構造，管理方式と

従業員行動。一定の組織形態の目的合理性と能率の問題が両老に共通せる関心

対象をっくるとする。そしてサイモソー派によって発展されたごとき集合的意

思決定理論から，実践におげる組織間題は集合的合理性の限界づけと条件を考

慮する場合にのみ，最適に解決されることが認識されている。クライケバゥム

によれぼ・意思決定理論的傾向はその個別局面において矛盾がなくはないが，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13〕
体系構築的要素として受容されているのである。かかる組織理論と意思決定理

論との結合を通じて，組織論はその時として貧弱な規模を拡大しうるのみでな

く，その密接な結合によってはじめて，業務及び経営指揮の有効た管理用具と

なる。かくLて経営経済的組織論は組織理論の理論的認織の成果を受け入れる

程度に応じて真の学問一行動への批判的に検証された饗導一になるであ

ろう。またそれによって組織論と組織理論は共通の大きな部分をもっ二っ領域

｝その名称も方法的把握もことなっうるところの一を形成する。す在わち

組織理論は，組織論に対して研究分野の構造と範囲からみればより大きな領域

をもっであろうし，他方組織論はその論究の実践性の要講のために，より強く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
経営経済的問題の解決にかかわるであろう。

　I62



163

注（1〕

　　（2〕

　　（3）

　　（4〕

Kreikebaum，a．a．O．，S－688仔，

derseIbe，a．a．0．，S．681．

たとえぱ，バーナードからサイモンヘの理論的発展o

Kreikebaum，a．a．O．，S．683．
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